
外国年金受給者の生存証明手続の円滑化に関する調査 

結果の内容の一部訂正について 

 

令和 7年 11月 28日 

 

【経緯】 

令和 7年 7月に公表した標記調査の結果の内容について、同年 8月にベルギーの年金

の受給者から、「ベルギーの年金に係る生存証明書の認証は、市区町村や駐日大使館・領

事館による認証が可能と記載されているが、事実と異なるのではないか。」との照会があ

りました。このため、当省から駐日ベルギー大使館に対し、改めて調査票で回答のあっ

た内容について事実確認を行いました。 

その結果、駐日大使館・領事館による認証は不可であるとの回答があったため、調査

結果の内容を一部訂正する必要が生じました※。 

つきましては、各資料について、一部訂正を行いましたので、以下のとおり訂正内容

をお知らせします。 
※ 市区町村による認証については、調査結果の内容に訂正はありません。なお、駐日ベルギー大使館からは、市区町村による認証

が可能である旨を同大使館のウェブサイトに明記したとの回答がありました。 

 

【訂正内容】 

① 概要 

  1ページ目の通知日及び通知先の下に、「※ 令和 7年 11月 28日一部訂正」と追記

するとともに、以下の箇所について訂正しています（下線部分が訂正箇所）。 

 

 (1) 2 ページ目の「主な調査結果」欄の「＜第三者による生存証明書の認証の要否等

＞」の二つ目の■ 

訂正後 

 

訂正前 

 



 

 (2) 3 ページ目の表「（参考）第三者による生存証明書の認証が必要とされている 16

か国における主な認証方法」中の「ベルギー」及び「合計」の部分 

訂正後 

 

 

 

訂正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 結果報告書 

  表紙の公表時期の下に、「（令和 7年 11 月一部訂正）」と追記するとともに、以下の

箇所について訂正しています（下線部分が訂正箇所）。 

 

 (1) 8 ページ目の 2 行目から 9 行目まで及び表 3「第三者による生存証明書の認証が

必要とされている 16か国における主な認証方法」 

訂正後 

第三者による生存証明書の認証が必要な 16か国は、認証できる第三者として、

市区町村、駐日大使館・領事館、公証役場、弁護士、医師などを認めており、そ

の範囲は、国によって異なっている。多く認められている第三者は、駐日大使館・

領事館（12か国）、市区町村（10 か国）などであり、多くの国が複数の者を挙げ

ている。 

このうち、駐日大使館・領事館による認証が可能な 12か国について、認証方

法をみると、9か国は大使館等に出頭することのみとなっているが、2か国（ス

ウェーデン、ブラジル）は、ビデオ通話が可能となっている（表 3参照）。 

 

表 3 第三者による生存証明書の認証が必要とされている 16か国における主な認証方法 

国名 
市区町村に
よる認証 

 
駐日大使館・領事館による認証方法 住民票の写し等

の添付による代
替可 うち出頭のみ うちビデオ通話可 

イギリス 〇 〇 〇  〇 

オーストラリア 〇 〇 〇   

オーストリア 〇 〇 〇   

オランダ 〇    〇 

スイス 〇 〇 〇   

スウェーデン 〇 〇  〇  

スペイン  〇 不明 不明  

スロバキア  〇 〇  〇 

チェコ  〇 〇  〇 

ドイツ 〇     

ハンガリー  〇 〇   

ブラジル  〇  〇  

フランス 〇    〇 

ベルギー 〇 あ  あ  

ポーランド  〇 〇   

ルクセンブルク 〇 〇 〇   

計 10 12 9 2 5 

(注) 1 当省の調査結果による。 

2 スペイン及びドイツは、オンラインシステムを利用すれば、第三者の認証が不要となる。 

3  スペインは、駐日大使館・領事館による認証方法の回答が得られなかったため不明としている。 

 

 

 

 



訂正前 

第三者による生存証明書の認証が必要な 16か国は、認証できる第三者として、

市区町村、駐日大使館・領事館、公証役場、弁護士、医師などを認めており、そ

の範囲は、国によって異なっている。多く認められている第三者は、駐日大使館・

領事館（13か国）、市区町村（10 か国）などであり、多くの国が複数の者を挙げ

ている。 

このうち、駐日大使館・領事館による認証が可能な 13か国について、認証方

法をみると、9か国は大使館等に出頭することのみとなっているが、3か国（ス

ウェーデン、ブラジル、ベルギー）は、ビデオ通話が可能となっている（表 3参

照）。 

 

表 3 第三者による生存証明書の認証が必要とされている 16か国における主な認証方法 

国名 
市区町村に
よる認証 

 
駐日大使館・領事館による認証方法 住民票の写し等

の添付による代
替可 うち出頭のみ うちビデオ通話可 

イギリス 〇 〇 〇  〇 

オーストラリア 〇 〇 〇   

オーストリア 〇 〇 〇   

オランダ 〇    〇 

スイス 〇 〇 〇   

スウェーデン 〇 〇  〇  

スペイン  〇 不明 不明  

スロバキア  〇 〇  〇 

チェコ  〇 〇  〇 

ドイツ 〇     

ハンガリー  〇 〇   

ブラジル  〇  〇  

フランス 〇    〇 

ベルギー 〇 〇  〇  

ポーランド  〇 〇   

ルクセンブルク 〇 〇 〇   

計 10 13 9 3 5 

(注) 1 当省の調査結果による。 

2 スペイン及びドイツは、オンラインシステムを利用すれば、第三者の認証が不要となる。 

3  スペインは、駐日大使館・領事館による認証方法の回答が得られなかったため不明としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (2) 17ページ目の 26行目から 34行目まで 

訂正後 

外国年金の生存証明手続の内容・方法は、権限と責任を有する外国政府や外

国年金運営機関が必要な手続として定めているものであるが、現状でも、一部

の国では柔軟な手続を認めており、結果として外国年金受給者の負担軽減に

つながっていると考えられる。例えば、①フランスは、市区町村等の第三者に

よる生存証明書の認証に代えて住民票の写しを添付する取扱いを認めてお

り、②ブラジルは、駐日大使館・領事館に当該認証を求める際に、外国年金受

給者が出頭することなくビデオ通話を可能としている。こうした取扱いは、外

国年金受給者の負担軽減につながるだけではなく、市区町村の認証が不要と

なれば市区町村の事務負担の軽減にもつながるものと考えられる。 

 

訂正前 

外国年金の生存証明手続の内容・方法は、権限と責任を有する外国政府や外

国年金運営機関が必要な手続として定めているものであるが、現状でも、一部

の国では柔軟な手続を認めており、結果として外国年金受給者の負担軽減に

つながっていると考えられる。例えば、①フランスは、市区町村等の第三者に

よる生存証明書の認証に代えて住民票の写しを添付する取扱いを認めてお

り、②ベルギーは、駐日大使館・領事館に当該認証を求める際に、外国年金受

給者が出頭することなくビデオ通話等を可能としている。こうした取扱いは、

外国年金受給者の負担軽減につながるだけではなく、市区町村の認証が不要

となれば市区町村の事務負担の軽減にもつながるものと考えられる。 

 

 

 


